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第 1 章  理科教育における自然災害を取り扱う教育の課題  
1.1 戦後の学習指導要領の変遷と「自然災害」の扱いについて  
1.1.1 はじめに  
 2008(平成 20)年 1 月の中央教育審議会答申に基づき，学習指導要領が改訂さ



















から以後 4 科目と称する物理・化学・生物・地学の理科 4 科目 5 単位から 1 科
目の選択とされる．このとき地学が創設されたのである．1956 年には選択制で
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校 2 年 )の理科指導，単元四，の「土はどのようにしてできたか」において「噴
火・地震・津波，地盤の隆起・沈降などによる災害について調べ，その防止対
















高等学校の改訂内容は物理と化学を A(平易：身近な内容・定性的，3 単位 )と
B(発展：理論的・定量的・系統的，5 単位 )に分け，生物 (4 単位 )，地学 (2 単位 )





































































力を養成する，２単位 )，ⅠB(体系的な内容を重視した内容，４単位 )，Ⅱ (体系























6）第 6 期  




理・法則を理解する，3 単位 )とⅡ (発展的内容：観察，実験や課題研究などを行
い，基本的な概念や原理・法則の理解を深める，2 単位 )をおき，新設した「理
科基礎」 (4 単位 )，「理科総合 A」 (物理・化学分野，2 単位 )，「理科総合 B」 (生



































高等学校においては新科目として「科学と人間生活」 (2 単位 )，「課題研究」
(1 単位 )が設置され，物理，化学，生物，地学各々 (4 単位 )，および基礎を付し
た 4 科目 (2 単位 )が設置され，２または３科目が必修となったが，総合科目の
必修がはずされており基礎を付した 4 科目全てを履修することが可能となった．























なお，過去の指導要領の内容は国立教育政策研究所 (2007)による．  
 
1.1.3 まとめ  
 第二次大戦で荒廃した国土に頻発した自然災害をうけて災害対策基本法は 1
961(昭和 36)年 11 月 15 日に公布された．当初は必要最低限の防災体制すらと
られていなかったといえよう．そのもとで毎年数千人規模の死者の出る自然災
害が発生していた．そんな中，１ )期の指導要領は自然災害に関する多くの知識
図１ -１  自然災害死･不明者数の推移 (内閣府， 2011．内閣府， 2013．気象庁，
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の学習を示していた (図 1-1)．その後の高度経済成長期に入り行政主体の防災

























1.2 「災害」を扱うべき高校地学の現状  
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ような国土に暮らす限り自然災害発生のメカニズムに関する基礎的知識の習得公立高等学校地学系教員採用数
空欄      :  採用数等詳細不明、未公表
（数字） 採用試験合格者の人数 募集なし :  採用そのものがない
■ :中高一括採用数 P:物理　C：化学　B:生物　G地学 ー     :  地学の募集なしが明らか
項目 地学 形態 理科 全部 地学 形態 理科 全部 地学 形態 理科 全部
全国計 14 G：23自治体 465 4402 9 G:24 571 5097 8 G:22 645 5311
1 北海道 PCBG 23 180 PCBG 20 96 PCBG 24 159
2 札幌市 PCBG 1 3 PCBG 2 4 PCBG 1 3
3 青森県 ー PCB 6 71 1 PCBG 8 68 ー PCB 10 65
4 岩手県 1 PCBG 8 43 0 PCBG 6 42 0 4 50
5 宮城県 ー PCB 8 79 ー PCB 11 131 PCBG 15 120
6 秋田県 ー PCB 4 29 1 PCBG 5 34 ー PCB 6 37
7 山形県 ー CB 3 34 ー CB 3 30 ー PCB 4 28
8 福島県 PCBG 16 95 PCBG 12 97 PCBG (10) 30
9 茨城県 1 PCBG 7 97 1 PCBG 12 95 ー PCB 13 100
10 栃木県 ー PCB 4 42 ー PCB 9 56 ー PCB 10 60
11 群馬県 1 PCBG 9 93 0 PCBG 12 114 0 PCBG 12 93
12 埼玉県 PCBG 29 277 PCBG 32 377 PCBG 48 388
13 さいたま市 ー 募集なし ー ー ー 募集なし ー ー 募集なし ー ー
14 千葉県 PCBG 33 220 PCBG 31 217 PCBG 51 259
15 東京都 PCBG ■139 ■916 PCBG ■199 ■1100 PCBG ■201 ■1240
16 神奈川県 6 PBG 50 372 ー PCB 60 475 ー PCB 395
17 横浜市 ー 募集なし ー ー ー 募集なし ー ー ー 募集なし ー ー
18 川崎市 PCBG 1 21 ー 募集なし ー 4 ー 募集なし ー ー
19 相模原市 ー 募集なし ー ー ー 募集なし ー ー ー 募集なし ー ー
20 新潟県 ー PCB 4 61 ー PCB 9 58 ー PCB 6 42
21 新潟市 ー 募集なし ー ー ー 募集なし ー ー ー 募集なし ー ー
22 富山県 ■92 ■154 ■148
23 石川県 PCBG 15 110 PCBG 20 163 PCBG 23 161
24 福井県 31 33 ★32
25 山梨県 ー PB 32 ー PB 3 17 ー C 3 18
26 長野県 PCBG 7 61 PCBG 10 93 PCBG 19 120
27 岐阜県 ー PCB 8 92 ー PCB 18 129 ー PCB 15 108
28 静岡県 ー PCB 15 119 ー PCB 19 148 1 PCBG 18 131
29 静岡市 ー 募集なし ー ー ー 募集なし ー ー ー 募集なし ー ー
30 浜松市 ー 募集なし ー ー ー 募集なし ー ー ー 募集なし ー ー
31 愛知県 PCBG 22 368 PCBG 32 397 PCBG 63 436
32 名古屋市 ー 募集なし ー ■238 ■172 ■141
33 三重県 PCBG 7 88 PCBG 4 157 PCBG 11 123
34 滋賀県 ー 68 ー PCB 9 31 ー PCB 15 76
35 京都府 PCBG 6 57 PCBG 9 73 PCBG 27 119
36 京都市 ー 募集なし ー 8 ー 募集なし ー 7 3 12
37 大阪府 3 PCBG 62 465 3 PCBG 72 602 4 PCBG 63 598
38 大阪市 PCBG 3 14 PCBG 3 14 PCBG 1 4
39 堺市 ー 募集なし ー ー ー 募集なし ー ー ー 募集なし ー ー
40 兵庫県 ー PCB 19 237 ー PCB 25 240 ー PCB 39 299
41 神戸市 ■164 ■42 3
42 奈良県 ー B 3 34 ー PCB 6 56 ー PCB 6 80
43 和歌山県 ー PCB 2 44 ー PCB 8 85 PCBG 12 81
44 鳥取県 ー CB 1 20 ー 募集なし ー 5 ー 募集なし ー 2
45 島根県 ー PCB 3 24 ー PC 3 20 ー PC 2 22
46 岡山県 ー PCB (4) 61 ー PCB (5) 100 ー PCB (5) 123
47 広島県 ー PCB 15 124 1 PCBG 12 93 0 PCBG 11 110
48 山口県 ー PCB 5 39 1 PCBG 7 56 ー PCB 11 52
49 徳島県 ー PCB 5 44 ー PCB 4 54 ー PCB 6 55
50 香川県 1 PCBG 4 33 ー PCB 4 66 ー PCB 7 86
51 愛媛県 PCBG 8 46 PCBG 5 50 PCBG 10 53
52 高知県 PCBG 3 30 PCBG 1 23 PCBG 3 33
53 福岡県 ー PCB 10 56 ー PCB 16 82 ー PCB 25 162
54 福岡市 ー 募集なし ー 5 ー P 1 9 ー PB 3 12
55 北九州市 ー 募集なし ー ー ー 募集なし ー 5 ー 募集なし ー ー
56 佐賀県 ー PB 4 31 ー PCB 5 36 ー PCB 5 36
57 長崎県 ー PCB 3 49 ー PCB 3 45 ー PCB 3 40
58 熊本県 ー PCB 7 67 ー PCB 10 70 1 PBG 8 76
59 大分県 ー PCB 3 30 ー PCB 6 35 ー PCB 5 35
60 宮崎県 ー CB 3 38 ー PB 2 26 ー PCB 8 34
61 鹿児島県 PCBG 7 73 PCBG 9 86 PCBG 4 83
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も指摘されてきた (府川，1996；林，1996；田村，2008 など )が事態は好転して
はいない．上記指摘から以降の状況を調査した．  
1.2.2 履修状況  




るしかない．平成 24 年度校学校基本調査 (文部科学省，2013)によれば，高等学
校は全国で 5,022 校あり，在学生総数は 3,191,009 人，内 1,142,118 人が 1 年
生である．当該年度は新学習指導要領の先行施行初年度で新旧両方の教科書が
使用されており教師用も含んだ需要冊数は「地学Ⅰ」： 85,501 冊，「地学Ⅱ」：
7,647 冊，「地学基礎」：83,464 冊である．「地学基礎」を使用するのは 1 年生で
あるから需要冊数を 1 年生の人数で割って得られた 7.3％が「地学基礎」の履
修率の最大値である．「地学基礎」を 2 年生においている学校も多いことを考慮
すると高校３年間では 30%前後の履修率と考えられる．  
これは鶴岡 (1994)が示した 1991~3 年の平均値約 11％や，田村 (2008)が示し
た 2004 年度の約 20%に比して増加傾向にあると見られるが，いま少し経年変
化を追って見なければこの傾向が定着するのかどうかわからない．  
 
1.2.3 教員数  
 地学を学ぶ高校生が 30%いるとして，それに対応できる教員はいるのであろ
うか検討する．１学年 100 万人の 30％であるから 30 万人の地学関連科目の履
修生が存在するものと思われる．1 クラス 40 人学級として最低 7500 講座が開
講される．「地学基礎」の標準履修単位は 2 単位であるから週あたり 7500×2＝
14000 コマの講座が展開されることとなる．教師一人の授業担当コマ数 (通称：
持ち時間 )を週あたりの最大値である 18 時間とすると，14000÷18＝ 778 人 (16
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する教師を合計すると，1000～ 2000 人の地学教員が必要である．  
地学教員の人数に関してはその総数に関するデータはない．地域を限定した
単年度の場合，府川 (1996)が東京都において 1989 年度に 128 名，1996 年度に
120 名，柴山 (2002)が大阪において 2000 年度に約 200 名，田村 (2008)が 2005
年度に東京都 67 名，神奈川県 119 名，埼玉県 110 名としている．  
一方，地学教員採用者数は根本 (2000)が 1983～ 98年の 20年間を詳細に調査













ることを目的」として，1948(昭和 23)年 5 月に日本地学教育研究会として創立
され，1961(昭和 36)年，名称を学会と改め現在にいたる日本の代表的な地学教
育にかかわるものを対象とした学会である．会員数は 561 人（平成 21 年 5 月















読取ると，高校教員は約 350 名である．日本天文学会は正会員数 1,767 名 (内
学生 322 名 )，準会員 (和文の「天文月報」のみ )1,216 名，うち J-GLOBAl 登録
研究者は 652 名であり，高校教師の多くは準会員に含まれるものと推定できる．
日本気象学会は会員総数は 3,747 人で，内訳は特別会員 2,398 名，通常会員 1,
055 名であり，J-GLOBAl 登録研究者は 723 名である．(2013 年 4 月現在 )．通
常会員のうち A 会員 (和文機関紙「天気」のみ )が 744 名で，高校教師の多くは
A 会員に含まれるものと推定される．いずれの推定においても高校教員数は 1





（本務者）の示す 237,224 名から管理職を引いた 224,692 名とする．理科免許
取得者率は同調査 12 免許教科別年齢区分別教員構成（全日制）によると 1 種
を取得しているものが 9.1％である．地学担当者割合は教科書需要数から理科
全教科に対する地学関連教科の教科書の冊数から算出した 3.9％を宛てた結果，
224,692×0.091×0.039＝ 797.4 となり，地学担当者は全国で約 800 名となる． 
以上，第１・第２いずれの推定によっても全国の地学教員は数百名である．
約 5,000 校ある高等学校の 10％程度にすぎない．  
 


















1.3 研究と教科書への反映 (堆積学を例に ) 















































































































発 行 年  出 版 社 名  書 名  
本 文 中 の  
記 述 内 容  
その他  
1982 年 施 行  ゆとりカリキ ュラ ム，理 科 Ⅰは じまる  
1983 , 2 , 10  第 一 学 習 社  高 等 学 校  地 学  タービダイト  ３行  
1989 , 1 , 25  実 教 出 版  地 学  改 訂 版  なし  ユルストレームの流 速 ／粒 径 の図 あり  
1989 , 2 , 10  第 一 学 習 社  高 等 学 校  改 訂  地 学  タービダイト  2 行  
1989 , 3 , 31  大 原 出 版  地 学  再 訂 版  なし  クロスラミナの 写 真  
1989 , 3 , 31  数 研 出 版  三 訂 版 高 等 学 校 地 学  水 中 堆 積 物  ４行  
1994 年 施 行  新 学 力 観 ，小 で 生 活 科 ，高 社 で地 歴 ＆ 公 民 ，理 科 基 礎 はじまる  
2000 , 2 , 10  東 京 書 籍  地 学 の世 界 ［Ⅰ Ａ］  なし  ⅠＡの教 科 書 ，災 害 の項 アリ  
2000 , 2 , 10  第 一 学 習 社  高 等 学 校 改 訂 地 学 Ⅰ Ａ  なし  ⅠＡの教 科 書 ，災 害 の項 アリ  
2000 , 2 , 10  東 京 書 籍  地 学 ⅠB  混 濁 流 （乱 泥 流 ）  ２行 ．粒 径 ／沈 降 速 度 の図  
2001 , 1 , 20  数 研 出 版  
改 訂 版 高 等 学 校  
地 学 ⅠB  詳 しい  著 作 関 係 者 に増 田 富 士 雄 氏  
2001 , 2 , 10  第 一 学 習 社  高 等 学 校  地 学 ⅠB  タービダイト  2 行  
2003 年 施 行  総 合 的 学 習 ，完 全 週 5 日 制 ，高 で情 報 はじまる  
2002 , 0 , 0  啓 林 館  高 等 学 校  地 学 ⅠB  タービダイト  実 験 ，露 頭 写 真  
2003 , 2 , 20  東 京 書 籍  地 学 Ⅰ  地 球 と宇 宙  地 層 の観 察  礫 径 の変 化  
2006 , 3 , 7  啓 林 館  
高 等 学 校  地 学 Ⅰ  改 訂
版  タービダイト  ３行 ,実 験 写 真 (ア クリルパイ プ )  
2005 , 2 , 10  第 一 学 習 社  高 等 学 校  地 学 Ⅰ  タービダイト  1 行 ，模 式 図  
2008 , 2 , 10  東 京 書 籍  地 学 Ⅰ  地 球 と宇 宙  混 濁 流 （乱 泥 流 ）  12 行 ，級 化 成 層 ，級 化 層 理  
2009 , 12 , 10  啓 林 館  高 等 学 校 地 学 Ⅰ  改 訂 版  タービダイト  ３行 ,実 験 写 真 (ア クリルパイ プ )  
2012 年 施 行  生 きる力 ，高 で 先 行 実 施  
2012 . 1 . 10  数 研 出 版  地 学 基 礎  混 濁 流 ，抵 抗 が ある落 下  ４行 ，図 と写 真 ，地 層 の 上 下 判 定  
2012 . 2 . 10  第 一 学 習 社  高 等 学 校 地 学 基 礎  タービダイトによく見 られる  2 行 ，図 あり  
2012 . 2 . 10  啓 林 館  地 学 基 礎  タービダイト (乱 泥 流 ）  ６行 ，図 と写 真 ， ,実 験 写 真 (ア クリルパイ プ )  
2013 . 1 . 25  実 教 出 版  地 学 基 礎  地 層 の観 察 ，粒 径 変 化  3 行 ，図 あり  









1.4 「日本の災害」の授業実践  
1.4.1 はじめに  
筆者が毎年 9 月 1 日前後に実践している授業について述べる．教科書にはな
いが大切なことなので追加するという形で自主教材を作成し授業実践した．新
































た授業プリント (B5 版 )の一紙面の範囲を示す．  
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  
 
問題 1 「日本の災異表」には「541 年から 590 年」というように 50 年刻みで
その時期に起きた「飢饉・大風・火災・旱魃・長雨・伝染病・洪水」の数値 (件
数 )がでています．  
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フに表したものです．これによると，災害の件数は時代とともに増えているこ
とがわかります．また 841 年~890 年の 50 年間にひとつの山があるのが特徴で
す．  





ア．飢饉  イ．大風 ．ウ火災  エ．旱魃  オ．長雨   









た災害が 2 つあります．それはなんでしょう．  
 
予想  
ア．飢饉  イ．大風 ．ウ火災  エ．旱魃  オ．長雨   
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生み出しました．「万治 (1658～ 61)年中より寛文 (1661～ 73)年中は，諸国に大水
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1.4.3 授業実践のまとめ  
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はまることであり，他資料にも当たってみた．第１は淀川百年史編集委員会










問 題 1  2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
ア 4 35 17  - 17 6  - 6 7 19 15 30 
イ 19 14 22  - 14 15  - 6 4 6 10 6 
ウ 11 21 9  - 1 2  - 2 7 8 4 8 
問 題 2  2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
ア 14 17 7  -  - 9  - 6 11 9 9 10 
イ 3 1 0  -  - 0  - 1 3 3 1 1 
ウ 3 9 3  -  - 4  - 2 1 0 3 5 
エ 8 7 8  -  - 5  - 2 2 4 4 4 
オ 3 1 1  -  - 1  - 0 1 0 1 1 
カ 22 29 21  -  - 16  - 6 14 15 11 22 
キ 1 5 6  -  - 2  - 0 4 1 0 1 
問 題 3  2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
ア 1 3 0  -  - 7  - 0 0 0 0 0 
イ 12 5 10  -  - 9  - 2 6 8 11 12 
ウ 43 37 24  -  - 2  - 8 12 21 15 8 
エ 27 20 9  -  - 2  - 3 4 7 2 2 
オ 5 1 9  -  - 4  - 1 1 6 2 3 
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カ 11 17 12  -  - 2  - 11 8 11 15 8 
キ 15 19 14  -  -    - 3 8 10 8 11 
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要課題は，東日本大震災（東北地方太平洋沖地震による災害及びこれに伴う原
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第 2 章 沖積平野における自然災害を扱った授業の実践  
2.1 津波に起因する河川災害教材について  
2.1.1.はじめに 
2011 年 3 月 11 日午後 2 時 46 分ごろ，Mw ＝ 9.0 の超巨大地震「平成 23 年
（ 2011 年）東北地方太平洋沖地震」(気象庁，2011/3/11，2011/3/13) が発生し，
宮城県栗原市築館で最大震度 7 が観測されるとともに，東北地方を中心に北海
道から九州地方まで震度 6 弱～震度 1 が観測された．2011 年 9 月 26 日現在，
人的被害は死者 15,811 名，行方不明 4,035 名．建物被害は全壊 117,542 戸，
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の 例 に照 ら して も 突出 した 規 模であ る ．な か でも 宮 城県 石巻 市 では人 口
160,336 人のうち浸水範囲の人口は 112,276 人にのぼった (中央防災会議，2011)．
そのなかであまたある痛ましい事例の中でも同市立大川小学校児童の被災例は
筆舌に尽くし難い．図 2-1 に同小および周辺 4 校との被災状況を比較した (宮城
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2.1.2 東北地方太平洋沖地震時の北上川下流域の学校の津波被害  
１）北上川下流域での被害状況 
 国土地理院（ 2011）の浸水範囲概況図（図 2-2）および岡  ほか (2011)によ
れば，国土交通省が北上川に設置した水位計の記録は，河口で７ｍ以上の高さ
だった．河口から 17km 地点にある高低差３ｍ以上の堰も乗り越え ,旧北上川と











   












とめた．なお，各校の位置は図 2-2 に示した． 
①吉浜小学校，標高約２ m にあり津波が侵入し，高さ約 10m の校舎三階の天
井まで浸水した．児童 49 人のうち校内に残っていた児童 6 人と教職員は校舎
屋上に上がり，かろうじて難を逃れた．道を挟んですぐ南側に位置する 2 階建
ての，同市役所北上総合支所に避難していた 57 人のうち 54 人が亡くなり，そ
の中には同小学校の児童 7 人が含まれていた． 
②北上中学校，標高 30m の高台にあり津波の影響なし． 
③橋浦小学校，標高約５ｍだが北上川から１ km 離れており，学校前の皿貝川







学 校 名  在 籍 者 数  生 存 者 数  
死 者 ・不
明 者 数  
備 考  
①吉 浜 小 学 校
②北 上 中 学 校
③橋 浦 小 学 校
④大 川 小 学 校
















3 階 校 舎 屋 上 に避 難  
ほぼ全 員 が体 育 館 に避 難  
校 庭 から３階 校 舎 屋 上 に避 難  
2 階 建 て校 舎 ，校 外 の小 高 い所 へ避 難 途 中 被 災  
卒 業 式 直 後 で全 生 徒 不 在  
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死亡 64 人，10 人の児童の行方が不明である．教職員も 12 人中 9 人が死亡，








 大川小学校は一級河川・北上川から 200m ほど離れた海抜約２m の地点にあ
り，河口からは約 4km である．地震後，児童らは校庭への避難を指示され，校
庭で点呼が行われた．地震発生からおよそ 40 分後，児童は教員の誘導で裏山脇
の農道を進み，校庭より 7～ 8m 高い新北上大橋のたもとを目指した．しかし，











   









う．   
例えば従来の水害対策の視点は，たとえば災害対策基本法（昭和 36 年 11 月
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を挙げれば，図 2-4 は研究者 (箕浦，1999)の一般向け著書の本文挿絵であるが，
海岸に押し寄せる津波の危険性は明らかだが，広く開いた河口部からの河川逆
流による洪水に本文記載は無く，図からもそれらを推測することは困難である． 
第 ２ は 北 上 川 の 水 害 対 策 に つ い て で あ る ． 北 上 川 は ， 岩 手 県






   
















   




狭まる地形のため大川小学校周辺 (釜谷地区 ) に津波が集中したとも考えられ




したことが推定できる．   
















   










没した．つまり海こそ見えないが，河口から４ km 離れているとはいえ，標高 2m
は海岸沿いと変わらないとの認識不足が指摘できるのである．それは地震前に
発行されていた前記の津波浸水予測図 (図 2-3)において，大川小学校まで津波
























































































































   













近代以降 , 大阪湾の埋め立て事業は以前に増して加速し , 人口稠密な市街地
となっている . さらに , 工業化, 都市化の過程で地下水の汲み上げが激増し , 
西大阪で最大  3m に及ぶ地盤沈下が進行した .安政南海地震津波の際 , 地盤を
高くして建設されていた大坂市中ではほとんど浸水は見られなかった .江戸時
代の大坂の市街地は津波・高潮に対する効果的な防災対策が施されていたと言
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える .しかしながら現在 , 大阪市では「  0ｍ地帯」 (図 2-8)が約 21 平方キロの
広さに及んでいる (長尾， 2008).安政南海地震クラスの津波が襲ったなら ,甚大










堤内の都市的利用が増大し，かえって被害を拡大する一因となっている．   
津波が川を遡上することは当然ながら過去において観測されている．伊藤






ことは 2.1.2 の 1)で述べたとおりである．しかしこれら一連の事柄が教育の場
に生かされていたかは不明である．次項で主に理科の学習指導要領 (文部科学省，
2008)から見た河川教育の現状と課題についてみる．なお小学校については平
成 23 年度より，中学校については平成 24 年度より完全実施である． 
第２章 沖積平野における自然災害を扱った授業の実践 
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2)小･中学校の河川教育の現状  






















   
















オ・ハーン）の英文の小品「Ａ  Living God」を翻案したものだった．「Ａ  Living 
God」にはモデルがあり，安政元年（1854 年）に発生した安政南海地震の際，
和歌山藩広村（和歌山県広川町）で，老人や子供を高台に避難させた濱口儀兵
衛である．小泉は，1896 年（明治 29 年）に発生した明治三陸沖地震津波に関
する新聞報道の際に紹介された濱口儀兵衛の行動を題材としたフィクションを
創作したのであった (府川， 1996)．ともあれ採用された国定教科書「小学国語
読本・巻十」は 1937(昭和 8)年から 1945(昭和 20)年に 5 年生であった全員が
学習した．またそれ以前の旧制中学校の英語教科書や戦後の 1960 年代まで一
部の検定教科書にも採用され，多くの小学生が印象に残る教材として記憶して
いる ( 府川，1997)．また，1983 年（昭和 58 年）5 月 26 日の日本海中部地震や  
2004 年 12 月 26 日 (インドネシア西部時間午前 7 時 58 分 53 秒)のスマトラ島沖
地震による津波被害をきっかけに民間教育団体による補助教材化が進み，再び
2011 年度から採用した小学校 5 年生用教科書がある．  
しかも，「稲むらの火」は昭和南海地震 (1946 年（昭和 21 年） 12 月 21 日 4
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調査研究推進本部 (2010)は全国地震動予測地図 2010 年版において 2010 年 1 月
1 日現在でその発生確率を今後 30 年間で東海地震を 87％，東南海地震を 60〜
70％，南海地震を 60％程度と評価していた．ちなみに宮城県沖地震については







安政南海地震は ,江戸末期の嘉永 7 年 (安政元年 )11 月 5 日 (西暦 1854 年 12 月
24 日 )の申中刻頃 (午後 4 時前後 )に,紀伊半島沖で発生した海溝型の巨大地震
である .直後に発生した津波によって紀伊半島〜四国の太平洋沿岸は大被害を
受けた（宇佐美，2003）.大坂へ来襲した津波は ,安治川や木津川の河口から ,大
坂市中を縦横にはしる堀や川に沿って遡上し , 大坂市街地に大被害を及ぼした . 
なお ,安政南海地震が発生した「嘉永 7 年」は ,同年に起こった内裏炎上や異国
船渡来 ,近畿での相次ぐ被害地震の発生に伴う世情の混乱が原因となって , 11
月 27 日に「安政元年」へと改元された .  
安政南海地震の前日 ,11 月 4 日の辰中刻過ぎ (午前 8 時頃 )には ,同じく海溝型
の巨大地震である安政東海地震が発生した .遠州灘沖を震源とし，被害は,東海
道〜伊勢湾〜紀伊半島の広範囲に及び ,11 月 4 日〜 5 日の約  32 時間の間に東
海道〜南海道沖の広い範囲で , 巨大地震が相次いで発生したのであった（国立
天文台， 2010）．   
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模であり ,むしろ 5 日夕刻の安政南海地震に伴う津波被害の方が大きかった . 
地震発生から約  2 時間後 ,大坂へと来襲した津波によって ,安治川口や木津
川口に碇泊していた樽廻船や菱垣廻船 ,北前船など数百艘の大船が ,市中の諸堀
川に沿って押し上げられ ,安治川や道頓堀川・長堀川などの諸堀川を内陸部へ
と遡行した .この大船群の遡行によって ,橋々は ,船体や帆柱の衝突によって破
損・崩落し ,川沿いの家屋や土蔵も被害を受けた .また ,津波来襲時 ,多数の人々
が堀に浮かぶ上荷船・茶船・剣先船などの小船に乗って避難していたが ,大船に
よって押し潰され ,大破・沈没して多数の溺死者が生じた .  
この理由の一つとして ,安政南海地震が発生した嘉永期 (1848〜54 年 )の大坂
では ,前回の地震・津波災害である 147 年前の宝永地震 (1707)の被災経験が,ほ




れる . また ,人々がそのような避難方法を取った要因として ,宝永地震後  147 
年の間に大坂では ,文政 13(1830)年の京都地震 ,嘉永 7(1854)年の伊賀上野地震
など ,津波を伴わない内陸直下型地震を経験したことによって ,「地震の後には
津波が来る」という災害意識が希薄化していたとも考えられる .そのため,安政
南海地震の半年前に発生した伊賀上野地震発生 (6 月 15 日，この年は閏 7 月が
あった )の際には ,本震発生以降続く余震や更なる大地震の発生を恐れて ,大坂
市中では多くの人々が堀に浮かべた川船に避難した .当然ながら内陸地震では ,
大坂沿岸に津波被害を蒙ることもなかった .それが災いして ,川船で堀へ避難す
ることは ,地震 (正しくは余震 )に対して有効な避難方法であるという認識が生
じていた .そこへ安政南海地震の発生である．本来は少しでも高い所へ避難す
べき時に逆に低地に向かい，堀の船へと避難したのだと考えられる .  
大坂での被害の規模について ,西山（2003）は大坂町奉行の調査に基づき ,死
者は圧倒的に津波によるものが多く ,大坂三郷 ,周辺地域を合わせで  621〜 682 
人  .また ,大小廻船の破損は 662〜 1,121 艘 ,川船の破損は 568〜 722 艘という
多数に上っており , 津波来襲時 ,大坂に入港していた数多くの廻船や , 堀の川
船が ,遡上した津波によって被害を蒙ったと推測している .さらに， 147 年前に
第２章 沖積平野における自然災害を扱った授業の実践 
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1.9m と推定している．さらに考察を進め，土屋ほか (1988)では市街地で最大
O.P.+3.1ｍと推定している  (O.P.とは Osaka Peil の略で大阪湾工事基準面す








図 2-11 国土地理院発行 2 万 5 千分の１地形図大阪西北部，東北部，西南
部，東南部を一部改変．埋め立てられ，道路等になっている掘を青色で，
破損した当時の橋の位置を赤丸で，浸水域を水色で，当時の海岸線は点線
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1 階のみの浸水であるのに対し，湾奥でより標高の高い雄勝中学校が 3 階まで
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表 2-2 大地震両川口津浪記（振り仮名を加えて、読み易く工夫した読み下し文）  
第２章 沖積平野における自然災害を扱った授業の実践 
 
   






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表 2-2 大地震両川口津浪記（原文）振り仮名入り  
第２章 沖積平野における自然災害を扱った授業の実践 
 
   




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表 2-3 大地震両川口津浪記（現代語訳）  
第２章 沖積平野における自然災害を扱った授業の実践 
 
   





普通科で担当する 2012 年度の地学Ⅰ選択者の 2， 3 年生計 32 名に対して以下

















比較的小さかったので，次の地震までの発生間隔は 114 年よりも短く， 90.1 年と







「 30 年以内に発生する確率です」  と聞くと，皆さんは，どう感じますか？  
第２章 沖積平野における自然災害を扱った授業の実践 
 
   
- 61 - 
 
    ア．何だか「起きそうにない」ような気がするんですけど・・・・  
    イ．起こるにしても「ずい分先の話」のような気がしますが・・・・ 
    ウ．明日にも起きそうで・・・・不安である． 
    エ．その他 
今後 30 年以内に地震以外の災害に遭遇する確率を考えてみる． 
3.［質問 2］ 
交通事故で死亡する確率は何％といわれていると思いますか？  
      ア．１％以下（ほとんどないだろう）  
      イ．１０～５０％（半分以下だろう）  
      ウ．５０～９０％（半分以上だろう）  
      エ．１００％近い（きっと私は・・・・）  







こたえは  →  約  ２０％といわれています．火災で死亡する確率は  → 約  
０．２％で同じくらいで． 火災で負傷する確率は  → 逆に約 ２％と少ない． 




ア イ ウ エ
図 2-13．地震発生の確率数値に対する質問１～３に対する生徒の意識  
第２章 沖積平野における自然災害を扱った授業の実践 
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すり： 0.58%，強盗： 0.16%など． 
５．結果  
回答グラフ（図 2-13）に見るように地震発生の確率数値に対する生徒の感じ














います．実際震度 5 以上が 30 年間に 100%なんて絶対逃げられない････．そう
考えると僕が生きている間に大きな地震に遭うのかなと思うととても心配にな
ります． (男 ) 
③日本に住んでいる限り地震は必ず体験するものです．その地震について知っ





   




とを忘れず備えをしていきたいと思いました． (女 ) 
⑤地震の発生確率があてにならないことがよくわかった．京都で「震度 5 以上





ど対策を考えるべきだと思いました． (女 ) 
⑦科学力が向上している今，地震を予測できるようにしてほしいと思う．また，
予測できなくても家の耐震を強化したり，防波堤を高くするなど減災はできる
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